
           

93 

 

令和６年度 

（2024 年度） 都市整備部の取り組み実績 
＜部長の方針・考え方＞ 

“選ばれるまち”を実現するため、多様化・複雑化する時代の変化に対応した学校づくりや都市づくり、DX

の取り組みを着実に進めます。また、組織目標や課題を共有し、都市問題等の解決に向けた政策立案や、業務

効率化による職員のワーク・ライフ・バランスを推進するため、部内横断的なワーキンググループの取り組み

を庁内へと展開し、新たな視点や発想のもとで組織の目的達成に向けてチャレンジしていきます。 

さらに、これらの取り組みが職員自身のやりがいや成長に繋がるような人材育成を通じて、組織力の強化を

図ります。 

 

① 誰もが安心して通える学校づくり 

② 市民生活の基盤となる安全安心の都市づくり 

③ 公共交通を軸とした持続的に発展する都市づくり 

④ DX 推進による市民サービス向上と業務効率化 

⑤ 人材育成による組織力の強化 
 

＜部の構成＞ 

都市計画課 

住宅まちづくり課 

市街地開発課 

連続立体交差課 

施設計画課 

施設整備課 

施設管理課 

開発調整課 

審査指導課 

＜主な担当事務＞ 

(1)都市政策に関する事務 

(2)空き家、住宅等の耐震化及び景観、住宅に関する事務 

(3)市街地再開発事業及び土地区画整理事業等に関する事務 

(4)京阪本線連続立体交差事業に関する事務 

(5)市有建築物等の計画及び設計・施工等に関する事務 

(6)学校用地等の管理に関する事務 

(7)開発事業等に関する事務 

(8)開発許可及び建築確認の審査・検査に関する事務 

(9)建築物の維持管理及び防災等の指導に関する事務 

 

重点的な取り組み：誰もが安心して通える学校づくり 

【施策シート：１６―０７】 

学校施設のＺＥＢ化の推進（学校空調設備整備事業・照明設備ＬＥＤ化） 

児童生徒の熱中症対策や災害時における避難所の環境を改善するため、小中学校体育館の空

調設備について、今年度末までの全校整備完了をめざし、引き続き、設計・整備工事を進める

とともに、令和７年度からの教室等空調設備の更新工事着手に向けて事業者の選定を進めま

す。 

また、脱炭素化の推進に向けて、教室等空調設備の更新時にはＣＯ2削減効果の高い機器へと

入れ替えるほか、照明設備をＬＥＤ化するなど、学校施設のＺＥＢ化に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教室空調 LED 照明 体育館空調 
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学校エレベーター整備事業 

学校施設のバリアフリー化を推進するた

め、令和５年３月に策定した「学校施設のエレ

ベーター整備等に関する方針」に基づき、今年

度は３校の実施設計と４校の設置工事を進め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

学校グラウンド改修事業 

ぬかるみや水はけ不良が生じている小中

学校グラウンドの機能改善を図るため、直

営作業による改修を進めます。 

 

禁野小学校整備事業 

旧高陵小学校と旧中宮北小学

校を統合して誕生した禁野小学

校について、本年７月より新校

舎の建設工事に着手し、令和８

年度２学期からの開校に向けて

取り組みを進めます。 

 

取り組みの成果を測る指標 令和６年度目標値 令和６年度実績 

学校エレベーターの整備率 
※エレベーター設置済の学校/全学校 16％ 16％ 

 

実 績 

➀ 体育館空調の整備は、令和６年度末までに禁野小学校を除く全小中学校の空

調設備の設置及び維持管理を実施。教室等空調の整備は、令和６年度に空調設

備改修及び維持管理の事業者を選定。 

➁ 体育館の調光や始動時間の改善、光熱費の削減効果が期待できる照明設備の

ＬＥＤ化を実施。 

＜照明設備改修工事の実施学校数：小学校：２校 中学校：２校＞ 

➂ 「学校施設のエレベーター整備等に関する方針」に基づくエレベーター設置

工事を実施。 

＜着手学校数：小学校：２校 中学校：１校＞ 

＜完了学校数：小学校：１校＞ 

➃ 直営作業による学校グラウンドの改修を実施。 

＜グラウンド改修の実施学校数：小学校３校、中学校２校＞ 

➄ 禁野小学校整備事業は、新校舎の実施設計を完了し、建設工事に着手。 

学校エレベーター 

グラウンド改修の作業状況 

外観・教室・オープンスペース・多目的室イメージパース 
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説 明 

➀ 体育館空調の整備については、禁野小学校を除く小中学校の体育館に空調設

備の設置が完了し、引き続き維持管理を実施しています。教室等空調の整備に

ついては、令和６年度に事業者と契約し、令和７年度から令和９年度にかけて

ＣＯ2削減効果の高い空調設備への更新完了を目指して取り組みます。 

➁ 校舎や体育館の照明設備の約 64％をＬＥＤ照明に更新しました。引き続き、

令和７年３月に策定した「枚方市学校整備計画 第２期実施計画」に基づき、脱

炭素化の推進に向けて取り組みます。 

➂ 「学校施設のエレベーター整備等に関する方針」に基づき、エレベーターを

設置しました。引き続き、計画的な整備を進めます。 

➃ 降雨後のグラウンドの状況調査を実施し、ぬかるみや水はけ不良が生じてい

る小中学校のグラウンド改修に取り組みました。令和７年度も引き続き、直営

作業によるグラウンド改修を進めます。 

➄ 禁野小学校整備事業は、令和８年２学期からの開校に向けて、令和６年５月

に新校舎の実施設計を完了し、令和６年７月から建設工事に着手しました。 

 

 

重点的な取り組み：市民生活の基盤となる安全安心の都市づくり 

【施策シート：０１―０２、０５―０２】 

住宅・建築物の耐震補助 

さらなる耐震化の促進に向けて、一部見直しに

より補助対象を拡充した木造住宅耐震化補助制度

の運用を開始するとともに、同制度の周知・啓発を

図るため、従来のホームページや広報ひらかたへ

の掲載、出前講座や防災イベントでのＰＲ活動に

加えて、所有者へのダイレクトメールや市公式Ｌ

ＩＮＥでの配信など普及に取り組みます。 

 

 

危険な盛土等に対する規制 

盛土等による人家等への被害防止を図るため、市全域を「宅地造成等工事規制区域」に指定し、

「宅地造成及び特定盛土等規制法」に基づく危険な盛土等に対する規制強化の取り組みとして、

既存盛土の応急対策の必要性調査を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

改修事例：筋交い補強 PR 活動 
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空き家・空き地等の適正管理及び活用促進 

地域住民や不動産事業者との連携により把握した空き家等の所有者に対して、活用意向の確認

や支援を行うことで、利活用や市場への流通を促進し空き家等の解消に繋げるとともに、取り組

み地区の拡充を図ります。 

また、昨年度に補助対象を拡充

した「若者世代空き家活用補助制

度」などを引き続き運用するとと

もに、制度利用の活用事例をＰＲ

するなど、啓発・周知活動を積極

的に行うことで、空き家等の利活

用促進を図ります。 

 

 

 

取り組みの成果を測る指標 令和６年度目標値 令和６年度実績 

耐震補助制度を利用し改修・除却

された木造住宅等の件数（累計） 
850 件 

850 件 

（平成 18年度～令和５年度

実績 784 件） 

地域・不動産団体等・行政の連携

により空き家の所有者と不動産

事業者がマッチングした物件の

数（累計） 

11 件 ８件 

 

実 績 

➀ 木造住宅耐震化補助の実施。 

＜交付件数：耐震診断 100 戸、改修工事 61戸、除却５棟＞ 

➁ 旧耐震基準の木造住宅への耐震化の啓発。 

＜所有者へのダイレクトメール 69件、地域へのアンケート調査 903 件＞ 

➂ 国が示した「基礎調査実施要領（既存盛土調査編）」、「盛土等の安全対策推 

進ガイドライン」に基づき、既存盛土調査を実施。 

➃ 空き家・空き地対策モデル事業実施。＜地区数１地区＞ 

➄ 枚方市若者世代空き家活用補助を交付。＜交付決定数 29 件＞ 

➅ 空き家セミナーの開催。＜２回 参加人数 100 名＞ 

説 明 

➀ 旧耐震基準で建てられた木造住宅の耐震化補助制度については、令和６年度

より補助対象拡充のための要件緩和ならびに令和６年１月に発生した能登半島

地震による危機意識の高まりもあり、制度の利用者数は耐震診断・改修工事と

もに、前年度の約２倍の実績となりました。要件緩和については、緩和による

利用者数が実績のおよそ半数を占めるなど効果があったと思われます。引き続

き、様々なＰＲ方法を活用した周知・啓発を行い、本補助制度の利用者拡充に

努めます。 

➁ 過去に耐震診断を受けた後、改修工事に至らない所有者へのダイレクトメー

ルや耐震化が進んでいない地域へのアンケート調査、出前講座や防災イベント

補助制度の活用事例 
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参加に加え、新たに市公式ＬＩＮＥでの配信など、耐震補助制度の周知・啓発

を行いました。今後も引き続き、市民へ直接的な働きかけを行い、更なる耐震

化を促進します。 

➂ 調査の結果、抽出された既存盛土 72 箇所において「応急対策が必要」と評

価される箇所はありませんでした。今後は、市全域に指定した宅地造成等工事

規制区域内における盛土等について、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく

許可・検査制度の適切な運用等により安全性確保に取り組んでいきます。 

➃ 令和６年度のモデル事業は地区選定に時間を要したため、令和７年度も継続

して実施することになりました。令和７年度は、協力を得られた１地区におい

て 13社の協力事業者と連携し、空き家の実態調査、所有者の意向調査を実施

した後、空き家の利活用を促進するため協力事業者とのマッチングを行うな

ど、地域の課題解決に繋げます。今後も引き続き、行政が地域に出向き、地

域・協力事業者・行政での連携を行うことで、更に空き家の流通と利活用に繋

げる取り組みを進めます。 

➄ 昨年度に引き続き制度を運用し、若者世代の空き家活用を更に促進するた

め、広報や市公式ＬＩＮＥでの配信、イベント出展など積極的な周知活動を行

いました。また、令和５年度より制度利用者拡充のための要件緩和を行ってお

り、令和６年度の交付決定数は前年度よりも増加しています。今後も引き続き

効果的な周知啓発を行い、更なる利用者拡充に努めます。 

➅ 本市主催による空き家対策セミナーを２回開催し、延べ 100 名が参加されま

した。いずれも大阪司法書士会から講師を招き、令和６年４月１日より施行さ

れた相続登記の義務化など、相続をテーマとした講演を行いました。今後もセ

ミナー等を通じ、空き家問題の未然防止と啓発に繋げます。 

 

 

重点的な取り組み：公共交通を軸として持続的に発展する都市づくり 

【施策シート：０４―０２、０５―０３】 

京阪本線連続立体交差事業 

鉄道高架化工事にあわせて、文化財調査、付替道路の設計、

占用物件等の移設など関係機関との円滑な調整、協議及び手

続きを進めるとともに、工事施行者との連携、情報共有を行

い、工事区間における周辺地域への周知を図ります。 

また、事業用地の取得にあたっては、鉄道高架化工事の重要

性及び必要性について関係権利者の理解を得られるよう、引

き続き、民間機関を活用しながら計画的かつ効率的な取り組

みを進めます。 

 用地買収状況：北中振３丁目付近 
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光善寺駅西地区第一種市街地再開発事業 

京阪本線連続立体交差事業にあわせて都市機能の集積と交

通結節点機能の強化を一体的に図るため、今年度予定してい

るゼロエネルギーマンションの着工など、引き続き組合に対

する財政的・技術的支援を行い、コンパクト・プラス・ネット

ワークの形成による駅部を中心とした良好な市街地環境と地

域活性化を促進します。 

 

 

村野駅西土地区画整理事業及び茄子作土地区画整理事業 

鉄道駅周辺における生活利便性の向上や第二京阪道路沿道の交通利便性を生かした産業集積

など、計画的な市街地形成を促進するため、10 月頃に両地区で土地区画整理事業等の都市計画

を定めるとともに、まちづくりを進める地権者組織に対して、引き続き事業化に向けた技術的支

援を行います。 

 

長尾駅周辺地区まちづくり 

土地区画整理事業の実現をめざして取り組みを進めている地権者組織に対し、公共施設にかか

る調査・検討業務や事業協力者の募集等、引き続き事業化に向けた技術的支援を行うとともに、

本市を含む沿線市や関係機関で構成する協議会において策定予定の「ＪＲ学研都市線沿線まちづ

くりビジョン」を踏まえながら、広域拠点にふさわしい、利便性の高い魅力あるまちづくりに取

り組みます。 

 

区域区分及び用途地域の見直し 

大阪府が定める市街化区域及び市街化調整区域の「区域区分」及び本市が定める「用途地域」

について、令和７年度に予定している一斉見直しに向けて、市民説明会や都市計画公聴会の開催

など都市計画手続きに着手します。 

 

 

取り組みの成果を測る指標 令和６年度目標値 令和６年度実績 

連続立体交差事業用地取得率 
※取得面積/総取得面積 99％ 99％ 

光善寺駅西地区第一種市街地

再開発事業進捗率 
※当該年度までの事業費累計/総事業費 

48％ 48％ 

 

実 績 

➀ 京阪本線連続立体交差事業用地の取得。＜約 1,100 ㎡＞ 

➁ 光善寺駅西地区市街地再開発組合が施工する施設建築物の整備等に係る財政

的・技術的支援を実施し、良好な市街地形成を促進。 

➂ 村野駅西地区及び茄子作地区の土地区画整理事業の実現をめざす準備組織に

対し、技術的支援を実施。 

➃ 長尾駅周辺地区の土地区画整理事業の実現をめざす地権者組織に対し、技術

的支援を実施。 

➄ 区域区分及び用途地域の一斉見直しについて都市計画手続きを実施。 

ひらら光善寺：令和 5年 12 月オープン 
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説 明 

➀ 枚方市域事業面積約 30,500 ㎡（枚方市域事業延長約 3.4km、市契約分）のう

ち、令和６年度末時点の未取得面積は約 10 ㎡となり、取得率が約 99％に到達

しました。今後も、鉄道高架化工事に併せて、文化財調査及び占用物件等の移

設など関係機関との調整、協議及び手続きを進めるとともに、工事期間中の付

替道路の設計を実施します。 

➁ 光善寺駅西地区市街地再開発組合が施工する施設建築物や道路等の工事費に

対する社会資本整備総合交付金を活用した補助金執行などの財政的支援を行う

とともに、公共施設設計等に係る関係機関協議などの技術的支援を行いました。

今後も事業完了に向け、組合に対して継続的に財政的・技術的支援を行います。 

➂ 村野駅西地区及び茄子作地区の準備組合における事業計画書の作成等にあた

り、関係機関協議などの技術的支援を行い、令和６年９月に都市計画決定、令

和７年２月（村野駅西地区）及び３月（茄子作地区）に組合設立認可がなされま

した。今後も、円滑な事業推進を図っていくため、両地区の組合に対し継続的

な技術的支援を行います。 

➃ 長尾駅周辺地区の公共施設に係る調査・検討業務を行い、まちの将来像のイ

メージや地域が抱える課題整理を行うとともに、「長尾駅東地区」、「長尾播磨

谷地区」、「長尾荒阪地区」の検討会において事業協力者募集や選定に係る支援

を行いました。引続き、準備組合の設立に向けた支援を行うとともに、３地区

外の権利者に対しても、土地利用の誘導に向け、まちづくりへの支援を行いな

がら広域拠点にふさわしいまちとなるよう促進します。 

➄ 令和７年度予定の区域区分及び用途地域の一斉見直しに向けて、令和６年

11 月に都市計画に関する市民説明会、12 月に都市計画公聴会を開催するな

ど、都市計画に係る手続きを進めました。 

  令和 7年度は、都市計画案の縦覧等を行い都市計画決定に向けて手続きを進

めます。 

 

 

重点的な取り組み：ＤＸ推進による市民サービス向上と業務効率化 

【施策シート：２９―０２】 

行政手続きのオンライン化 

「自宅や会社から必要な情報の取得や手続きができる市役所」の実現をめざし、申請・届出等

の各種手続のオンライン化を段階的に実施します。６月からは、建築確認の際に必要となる市条

例に基づく事前協議の電子申請を開始します。 

 

公共施設における営繕業務のＤＸ推進 

情報共有システムを導入して工事関係図書の電子化に取り組むとともに、現場立会による移動

時間の削減を目的として遠隔臨場や、ＢＩＭ活用等の導入検討を進め、更なるＤＸの推進と職員

の働き方の変革に取り組みます。 
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取り組みの成果を測る指標 令和６年度目標値 令和６年度実績 

電子申請対応手続き数 80 手続き 83 手続き 

 

実 績 

➀ 行政手続きのオンライン化を実施。 

➁ 建築確認の際に必要となる市条例に基づく事前協議の電子申請を開始。 

➂ 情報共有システムの導入。＜工事 19 件＞ 

令和７年度からの遠隔臨場実施に向け、環境整備し、実施要領を作成。 

説 明 

➀ 都市整備部内の行政手続きの申請・届出等について、自宅や会社から手続き

ができるオンライン化を段階的に運用開始しました。引き続き、環境整備を図

り、運用範囲の拡充に取り組みます。 

➁ 令和６年６月より、これまで紙の協議書を用いて関係課と協議を行っていた

ものを、ＬｏＧｏフォーム、Ｋｉｎｔｏｎｅを使用した電子システムに移行し

ました。 

➂ 情報共有システムを導入し、工事関係図書の電子化、業務効率化を図りまし

た。また、遠隔臨場実施のための環境整備と実施要領の作成を行いました。引

き続き、職員の働き方の変革に取り組みます。 

 

 


